






































2016 年 11 月 30 日受付



























6 年前の 2011 年，カンタベリー大地震（2011 年 
























































































































れた（表 1）。2016 年 2 月下旬の世論調査では，
新国旗を選ぶと答えた人は 26% に留まり，現行
の旗が 63% の支持を得た。3 月 3 日からは国旗
の是非を問う国民投票（世界初の試み）が始まり，
最終結果は現国旗への支持が 56.6%，新国旗支持









































日本の「一人当たり GDP」は 1950 年から約















15 ～ 65 歳未満の人口（生産年齢人口）に対す
る 65 歳以上の人口割合を示す「老年人口指数」［世













の世代（1947 ～ 1949 年生まれ）が 75 歳を超え
て「後期高齢者」となり（17），国民の 3 人に 1 人
が 65 歳以上，5 人に 1 人が 75 歳以上（18）という，
人類が経験したことのない「超高齢社会」である。
人口規模は国力を反映するものであり，その減
少は国家の衰退を意味する［河合 16］。表 2 は，
2003 年と 2015 年の日本における経済指標を比較








2011 年から 2015 年までの 5 年間に輸出額から輸
入額を差し引いた純輸出額は合計で 46 兆円のマ
イナスを記録している。これは，この 5 年間の
GDP を約 2% も押し下げる要因になっている。
表 2　日本の2003年と 2015年の「経済関連指標」比較
2003 年 2015 年
名目 GDP 498.9 兆円 499.1 兆円
実質 GDP 486.0 兆円 528.6 兆円
完全失業率 5.3% 3.4%
円ドルレート 115.94 円 121.09 円
 【出典】日本経済新聞（2016.3.23）から抜粋
表 3　「一人当たり名目 GDP（国内総生産）」比較
2000 年 2015 年 成長割合




異なる。2000 年から日本が約 3% 低下したのに
対し，ニュージーランドは 3 倍以上の水準で成長
し，両国の立場は完全に逆転した。日本の順位は
1999 年代のトップ 5 から 21 世紀に入って下がり












高が GDP 比 3.8% しかなく，他の TPP 参加国が














































































た 1980 年（23）には 213 億ドルに過ぎなかったが，
2000 年代になると急速な伸びを見せ，2015 年に
は 2,437 億ドルに達した。35 年間で 10 倍になる
伸びを示している。一方，週間給与は，2005 年
に 450 ドルだったのが 2014 年には 600 ドルへと
上昇，10 年で 3 割増えた。求人サイト「SEEK」
に拠ると 2015 年の 1 年間の求人広告の給料平均
は年収 74,995NZ ドル（約 600 万円）と，2014 年
より 1,674NZ ドル上昇した。The Credit Suisse 
社（スイスに本社を置くファイナンシャル・サー
ビス・プロバイダー）が世界 200 カ国を対象にし














加盟国中の主要先進国 7 か国で 20 年連続，最下
位であった（加盟 34 か国中 21 位）。一足早くリ
ベラルな労働環境を整備した欧州は勿論，格差が








































る。145 カ国中 101 位と，先進国らしからぬ低い
順位となっており，世界の中でも極めて低水準の
下位グループに位置する。2016 年発表では，日
本は 101 位から更に順位を下げ 111 位となる一





























































































時間」は日本の 10 分の 1 に節約される。
ニュージーランドの酪農は，広い牧草地を利用
した放牧が行われる。農場の平均的 規模は









































































































































メンも，12NZ ドル～ 15NZ ドル，日本円に直す
と約 1,000 ～ 1,200 円が相場である。但し，これ
は平均的なメニュー価格であり，もう少しグレー
ドアップすると，2 ～ 5NZ ドル高くなり，1,500
円ぐらいになり，日本の昼食と比べるとかなり割
高になる。ミネラルウォーターのペットボトルは
1 本 4 ドル（320 円）である（学生の中には水筒
に水を汲む学生もいる）。スターバックス「グリ
ーンティーラテ」は 5.9 ドル（470 円）（日本は
380 円），マクドナルド「ビッグマック」は 6.5 ド
ル（520 円）（日本は 360 円）である。「酪農大国」
だから，牛乳は安いイメージがあるが，牛乳 1 リ
ットルは 3.65 ドル（290 円）（日本は 160 円）で






















寮費は 1,200 ドル（10 万円）する。ダウンタウン
では高層アパートメントが数多く建設されている
が，アルバニーのような郊外の街には高さ規制が





価格は，2LDK で 60 万～ 80 万 NZ ドル程度
（6,000 万円）が主流である。バルコニーが付いて







3 万人と自然増加 13,500 人）に対応するためには
14,500 戸（1 世帯を 3 人で計算）を新たに必要と
するが，8,900 戸しか建設されなかったため，
2015 年初には 25,000 戸が不足した。Realestate.
co.nz に拠れば，2015 年のオークランド住宅平均
提示価格は 76 万 5,000 ドル（6,000 万円）であり，





























































































































る。国立校，公立校においては 5 歳から 19 歳ま
での国内生（Domestic）の学費が無料である（49）。
若干の教材費と行事費以外はすべて無償の平等な













































































































































































































































































80 点以上，英検準 1 級以上の英語能力がある教
員は中学で 30.2%，高校で 57.3% に留まる。政府
は教員の貧弱な英語能力対策のため，2017 年度
までに中学教員で 50%，高校で 75% にする目標
を掲げ，各都道府県教員委員会はレベルアップに








































































を必須科目としている。英国は 2014 年から 5 ～





















































































第 1 学年から第 13 学年（84）に至るカリキュラムで
は，英語と 外国語（Language and Languages），
算数・数学（Mathematics），理科（Science），
科学技術（Technology），社会（Social Sciences），
保健体育（Health and Physical Well-being），芸

















































価機関クアクアレリ・シモンズ（Quacquarel l i 















































































































































などを表 5 や表 6 が示すように，ポイントに換算
して計 70 点以上の外国人であれば，「高度人材」




















18 歳～ 25 歳 10 点
26 歳～ 45 歳 15 点
46 歳～ 55 歳 10 点
56 歳～ 59 歳 5 点




きるかが求められる。授業の 3 分の 1 は今起こっ






























































オタゴ大学 ダニーデン（南島） 1869 年
カンタベリー大学 クライストチャーチ（南島）1873 年
オークランド大学 オークランド（北島） 1882 年
ヴィクトリア大学 ウェリントン（北島） 1897 年
ワイカト大学 ハミルトン（北島） 1964 年
マッセイ大学 パーマストンノース（北島）1964 年
リンカーン大学 クライストチャーチ（南島）1990 年









































立大学の学費は 1 年間に 400 万円から 500 万円
にも達する。州立大学はそれより若干額が下がる
ものの，ローンの支払いは重荷となっている。学


































大学で 25 歳以上の入学者は僅か 2% と国際的に
見て極度に低率に留まるが，ニュージーランドで



















































けている。1997 年度では全教員の 47% であった












































































































































































は週 490 ドルで，2014 年から 6.5 パーセントも
上昇した。オークランドに住む人々は，年間平均
















































































ユニセフ・イノチェンティ研究所が 2012 年 5
月に発行した「Report Card 10 先進国の子ども
の貧困」に拠れば，日本の「子どもの相対的貧困



























96.7 兆円のうち，社会保障費は 31.9 兆円，年金



















































































































































由 度 ラ ン キ ン グ（World Press Freedom 
Index）」において，日本は 2010 年の 11 位から
毎年順位を下げ，東日本大震災後の 2013 年は 53
位，2014 年は 59 位，2015 年は 61 位，2016 年は


















































2015 年 4 月，自民党がテレビ朝日と NHK の
経営幹部を呼び出して事情聴取した際，ロイター
通信は政権側の圧力とメディアの自粛ムード双方





































整備 5 カ年計画（第 5 次）」で高校に一般紙 4 紙，
中学に 2 紙を置くことを決めた。費用については



























































価は，1 位フィンランド，2 位オランダ，3 位ノ
ルウェー，4 位デンマークに次いで，世界で 5 位








































































































































































民国民 1 人あたり 21.9 頭）がいたことが記録さ
れている。しかし，現在，人口は 1.4 倍の 450 万
















































































GDP に占める割合は 0.41%（世界平均 1.61%）（146）
であり，日本はニュージーランド（4.0%）の 10












































































































































































































































経済 25 位 14 位
新事業の可能性 22 位 17 位
政治の健全性 19 位 2 位
教育 28 位 6 位
健康 7 位 19 位
安全 22 位 11 位
個人の自由度 33 位 2 位












位は 61 カ国中 27 位であるが，ニュージーランド














2012 年 40 位，2013 年 43 位，2015 年は 46 位，
2016 年 53 位（157 カ国中）と年々低下している。
先進 7 カ国（G7）中で最下位に位置し，日本の
幸福度は余りにも低い。
例えば，日本は幸福度 5,921で 53 位であるのに













国支援ランキング」（The Commitment to 
Development Index）が Center for Global 
Development より発表されている。発展途上国
の支援活動や姿勢について 27 カ国をランク付け
している。日本（4.1）は残念ながら 27 カ国中 27
位，つまり最下位にランキングされる。一方，ニ
















































































がり」を標榜して開催費用が 3,000 億円（IOC に
提出された立候補ファイルは 7,340 億円）と試算
されていたにも関わらず，2015 年 12 月，実際に


















































研究所に拠ると，2010 年時点で，東京都の 65 歳
以上の高齢者は約 268 万人であるが，これが






















中で，安倍政権は今後 10 年間の GDP 平均成長
率 3%，GDP600 兆円を目指すことを掲げるが，
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朝日新聞（2016 年 3 月 9 日，6 月 6 日，2017 年 1 月 1 日）
日本経済新聞（2016 年 3 月 2 日，3 月 3 日，3 月 10 日，3
月 20 日，3 月 31 日，4 月 27 日夕刊，4 月 29 日，5 月
3 日，5 月 4 日，5 月 23 日，5 月 24 日，7 月 2 日，9
月 29 日，12 月 26 日，2017 年 1 月 1 日）
毎日新聞（2016 年 3 月 9 日）




ニ ュ ー ジ ー ラ ン ド の 通 信 制 の 学 校 http://www.
correspondence.school.nz/ 
ニュージーランドのカリキュラムの枠組み
h t t p : / / www . m i n e d u . g o v t . n z / i n d e x . c f m ? 












































































は大きく出遅れた。「バイオ医療」は 2015 年の 4,500
























































に拠れば，日本における 1990 年以降の「15 ～ 29 歳
人口」は，1993 年の 2,756 万人がピークで，その後は
ほぼ毎年減り続け，2011 年に 2,000 万人を割り込んだ。






本の人口は現在の 1 億 2 千万人強から 1 割減少し，
2060 年には 3 割減少する。
（17）団塊の世代は 2025 年に一斉に後期高齢者になる。国
立社会保障・人口問題研究所の人口推計によると，「後
期高齢者」の数は 2015 年の 1,646 万人から 2025 年に
は 2,179 万人へと増加する。一方，支える 20 ～ 64 歳
層は，2015 年の 7,089 万人から 2025 年には 6,559 万
人と 7.5% 減ってしまう。「2025 年問題」の次には，
団塊ジュニア世代が後期高齢者となる「2050 年問題」
が控える。
（18）特に深刻とされるのが，東京圏の 1 都 3 県で，後期
高齢者が 2015 年の 397 万人から 175 万人も増加して
1.4 倍になり，医療・介護施設が完全にパンクすると
懸念される。
（19）安倍晋三首相は，2014 年度に 491 兆円だった名目国
内総生産（GDP）を 2020 年に 600 兆円にする経済目
標を 2015 年秋に掲げた。潜在成長率が現在のゼロ %
台から 2% 程度に引き上げることを前提とする。しか




































（25）アメリカでは，富の 70% を 1% の超富裕層が独占し
ているが，残り 99% のアメリカ人よりも人口比 25%
の日本の 65 歳以上「高齢者」の方が豊かである。
（26）日本の場合，製造業の「労働生産性」が 1970 年から




ニュージーランド（1,739 時間）と比較すると 53 時間
長い状況にある。バブル景気に至る 1980 年代後半は
2,100 時間前後で推移していた頃に比べると著しく減
































と，1999 年から 2013 年に日本は 9,000 人弱の流出超





















































は，7030 万頭の羊がいた。当時の人口は 318 万人だ
ったため，人口一人あたり 22 頭の羊がいたことにな
る。




































ール・全寮制などがある。基本的に小 ･ 中 ･ 高校入学
のための「受験」はなく，生徒は学区で定められた最
寄りの学校へ通うことになる。




ニュージーランドは 6 歳から 16 歳までの 11 年間であ
る義務教育が 6 歳から 16 歳までになったのは，1993
年からで，それまでは，15 歳までが義務教育期間で










（52）大半の学校が一学年 4 学期制を採用しており，1 学
期は 1 月下旬に始まり 12 月中旬に 4 学期が終了する。
学期と学期の間には 2 週間のスクールホリデーがあ
り，4 学期と 1 学期の間，クリスマスとニューイヤー
を挟んだ約 1 ヶ月は長期休暇となる。第 1 期は 1 月の
終わりから 4 月中旬，第 2 学期は 4 月終わりから 7 月
初め，第 3 学期は 7 月中旬から 9 月終わり，第 4 学期





（54）5 歳 の 第 0 学 年 か ら 第 6 学 年 ま で の 小 学 校




学するということがない。平均的な 1 クラスは 18 人


























少に転じ，2014 年には 4,536 万部まで急落した。書籍・
雑誌の販売高も 1996 年がピークで 2 兆 6,564 億円も









































































（68）現在のアメリカ社会は「1% の富裕層と 99% の貧困層」
「人口の 1% が 3 割を保有する社会」に至った。連邦
準備理事会（FRB）は，米国の所得上位 5% が国の富












































































2017 年度までにそれぞれ 50% にする目標を掲げてい
るが，文部科学省 2015 年度調査では中 3 でこの水準

































（88）学生数は，1 位 オークランド大学 40,379 名，2 位 マ



































に世界ランキング 100 位以内に日本の大学が 10 校以
上入ることを目指す。
（94）文部科学省は，2015 年度の国公私立大学（学部・大
学院）の留学生は 10 万 7,440 人で全学生の 3.7% であ





















































（105）オークランド大学（The University of Auckland），
オークランド工科大学（Auckland University of 
Technology），ワイカト大学（The University of 
Waikato），マッセイ大学（Massey University），ヴ
ィ ク ト リ ア 大 学（Victoria University of 
Well ington），カンタベリー大学（University of 
Canterbury）， リ ン カ ー ン 大 学（Lincoln 
University），オタゴ大学（The University of Otago）
の 8 大学である。
（106）「クレジット」は，大学プログラムの価値を指す単
位を言う。1 単位は約 10 時間の学習に相当し，1 年間













（108）ニュージーランドには NCEA（National Certificate 










































生の 7 割が平均 400 万円弱を借り入れ，4 人に 1 人で
返済が延滞または不良債権化している。
（114）アメリカの大学の授業料は年々上昇し，スタンフォ







世帯は約 1% であるが，ハーバードでは 14% になる。
しかも，2015 年の入学者では，超富裕層出身者の











































党の金武星（キム・ムソン）代表が 2016 年 1 月の少
子高齢化対策で発言すると，各方面から激しい批判が
沸き起こった。
（121）16 億人いる Facebook の利用者の 34% はアジア太








の側面が強調される。Uber や iPad など新技術や新サ
ービスは若者が利用者の中心と思われているが，65
歳以上の高齢者にとって利用価値が高い。




設作業者は 1997 年に 464 万人いたが，2014 年には約
























数は 2014 年比 2 倍の 3,500 万人に達した。日本の大
学生数の約 12 倍に相当する。「オンライン大学」につ
いては，植田（2014）が詳しい。
（128）総予算規模は 96 兆円であるが，純粋な税収 57 兆円
と政府資産の売却益 5 兆円以外は，国債発行に依存す
る。このうち国債の利払いと返済で 23 兆円が消える





































年 5 月までの 2 か月間，日本のマスコミからは「起き
ていない」との報道が繰り返された。日本では原発モ
ノは視聴率が採れない一方，海外からの要望は高く，
日本より人気である。2016 年 3 月 7 日付朝日新聞。



















アでは，牛肉需要が 10 年間で 2 倍に急増した。2015
年の牛肉消費量は前年比 10% 増の 65 万 4 千トンであ
り，1 人当たり消費量は 2.6 キログラムで，日本の 6
キログラムを下回るが，10 年以内に 4 キログラム程
度に増える予測がある。人口を考慮すれば，日本市場




価格は直近 10 年で 7 割上昇した。食品価格の高騰は
低所得層から豊かな食卓を奪いかねないという警鐘が
なされている。
（143）日本では酪農家が 10 年で 4 割減り，ケーキなどの
材料となるバターをニュージーランドからの輸入に依
存するが，2015 年，バター不足に陥った。





本を訪れた外国人観光客は 1,973 万人で，2012 年の




前年の 2 倍超の 499 万人になった。買い物などに使う





して「訪日観光収入」を掲げ，2020 年 8 兆円（訪日
外国人数 4,000 万人），2030 年 15 兆円（6,000 万人）


















































1 次間接効果は 528 億円，雇用者の所得増による 2 次
間接効果も 380 億円に上り，全体の経済効果は 2,330
億円となる。
（156）われわれの身の回りには，新聞，テレビ，書籍，イ
ンターネットなど情報が溢れているが，情報には多く
のデータが含まれており，正確に理解するためには統
計学の基礎知識を必要とするが，数学に苦手意識を持
つ教員や学生は多い。
